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横田飛行場

　都内には、在日米軍司令部が置かれている横田基地（横田飛
行場）など、７か所（総面積約 1,600 ha）の米軍基地（米軍へ
の提供施設及び区域）が所在しています。

　都内には７か所の米軍基地があります。基地の存在は、都民生活や地域のまちづくりに様々
な影響を与えているため、基地の整理・縮小・返還に向けて取り組むとともに、関係自治体と
も連携しながら、航空機騒音や事件・事故等、基地に起因する諸問題の解決を、国や米軍に働
き掛けています。また、災害時等における米軍との連携を図っています。

都内の米軍基地

国や米軍への要請活動等

在日米軍との連携

米軍基地問題への対応米軍基地問題への対応

米軍基地対策

都内の米軍基地一覧（令和５年（2023 年）１月１日現在）

・

　災害時における米軍との連携強化を図るため、東京都総合防災訓練において、平成18年（2006
年）度から、在日米軍各軍のヘリコプター等による支援物資搬送訓練等を実施しています。
　赤坂プレス・センターのヘリポートについては、災害時における救援物資等の搬送拠点や島しょ地
域の救急患者の都心病院への搬送拠点として使用できるよう、在日米陸軍と協定を締結しています。

　基地の整理・縮小・返還の促進については、「国の施策及び予算に対する東京都の提案要求」や
基地の所在する都道府県で構成する「渉外関係主要都道府県知事連絡協議会」での要望活動等を通
じて、国に働き掛けています。
　基地に起因する諸問題についても、都及び横田基地の周辺５市１町で構成する「横田基地に関す
る東京都と周辺市町連絡協議会」等を通じて、基地周辺の航空機騒音の軽減や、航空機事故・米軍
構成員による事件の再発防止等を、国や米軍に働き掛けています。特に、横田基地及び厚木基地周
辺の航空機騒音については、測定結果に基づき、防止対策の推進を求めるとともに、空母艦載機の
着陸訓練を両基地で実施しないよう要請してきました。
　また、平成30年（2018年）10月1日に５機のCV-22オスプレイが横田基地に配備され、令和３年
（2021年）7月には、６機目が配備されました。その運用に当たっては、基地周辺住民の安全と生
活環境を守るよう、国や米軍に対して要請しています。
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　多摩地域及び近接する埼玉県、神奈川県、山梨県等の首都圏西部地域は、人口が多く、企業・事
業所も集積しています。横田基地の軍民共用化により、首都圏西部地域で空港へのアクセス時間が
短縮し、航空利便性が大幅に向上します。

　国際ビジネスにおいて、世界の都市間でし烈な競争が行われている時代にあって、東京ひいては
我が国の国際競争力を強化するため、首都圏におけるビジネス航空の受入れを、より促進する必要
があります。横田基地の軍民共用化は、ビジネス航空を始め多様な航空需要への対応強化にもつな
がります。

　民間航空が基地の滑走路等を軍用機と共用する「横田基地の軍民共用化」は、首都圏の空港
機能を補完し、首都圏西部地域の航空利便性の向上等に資するものです。
　平成 15年（2003年）の日米首脳会談における、軍民共用化の実現可能性検討に関する合意を
受け、都は国と連携して共用化の早期実現に向けて取り組んでいます。

首都圏の空港機能の補完

首都圏西部地域の航空利便性の向上

多様な航空需要への対応

軍民共用化の意義

軍民共用化推進に向けた取組

横田基地の軍民共用化の推進横田基地の軍民共用化の推進

　首都圏の空港容量は、羽田空港及び成田空港において段階的な拡大が行われていますが、首都
圏空港の航空需要予測によると、2020年代前半には限界に達することが見込まれています。長期
的な航空需要の増加に対応するため、横田基地の軍民共用化も含めた首都圏空港機能強化策が必
要です。

　横田基地の軍民共用化について、政府関係省庁と東京都の実務的な協議の場として平成15年に
設置された「連絡会」において、日米協議の促進に向けて情報の共有化を図るとともに、協議や
意見交換等を行ってきました。
　また、国に対して、多摩振興及び首都圏経済の発展に資する共用化の早期実現について、「国
の施策及び予算に対する東京都の提案要求」を行うとともに、「国と東京都の実務者協議会」に
おいて、横田基地の民間航空利用について協議しています。
　加えて、九都県市首脳会議及び関東地方知事会等において、国への要望が決議されるととも
に、首都圏整備促進協議会において、国への提案・要望が行われました。
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